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住家の被害認定の仕組み 

 
住家被害認定には、以下の２通りの判定方法がある。 
①各部位の損害割合を算出して、それを足し合わせて住家全
体の損害割合を算出し判定する方法 

②特定の現象に着目して、個々の部位の損害割合の積み上げ
をしないで、判定する方法 

 

※②の方法を採る場合、必要に応じ①の方法による判定も行
われる。 

 
①通常の判定方法（積み上げ算定方式） 
 

被害の程度 全壊 大規模半壊 半壊 

住家の損害割合 50%以上 
40%以上 
50%未満 

20%以上 
40%未満 

 
 

住家の損害割合 ＝ 
屋根の 

損害割合 
＋

柱の 

損害割合 
＋・・・＋ 

設備の 

損害割合 
（例） ２１％   ＝   ５％   ＋  １０％    ＋    ６％ 

 
＜部位別損害割合の算定＞ 

部位別損害割合 ＝ 部位の損傷率 × 部位別構成比＊ 

 
＊ 部位別構成比：一般的な住家を想定し、各部位にかかる施工価格等を参考に

設定した構成比（柱：２０％、床、基礎、設備：各１０％ 等） 
 
②例外的な判定方法 
 
【損害割合 50%以上と判定される例】 
 

・一見して住家全部が倒壊 
・一見して住家の一部の階が全部倒壊 
・地盤の液状化等により基礎のいずれかの辺が全部破壊 
・外壁又は柱の傾斜が１／２０以上 
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